
鏡 石 町 財 政 公 表 
 

 鏡石町財政状況の作成及び公表に関する条例第３条第２項の規定により、公表いたしま

す。財政公表は、町民の皆様に納めていただいた町税等がどのように使われているかなど

を、毎年１１月にお知らせするものです。今回は、平成２７年度上半期（平成２７年度当

初予算から平成２７年度９月補正予算）の予算状況及び、平成２６年度決算についてお知

らせします。 

 
平成２７年１１月１日 

 

鏡 石 町 長  遠 藤 栄 作    

 
＜平成２７年度歳入歳出予算の状況＞ 

 
１ 一般会計                    （平成２７年１０月１日現在） 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 町 税 1,465,543 24.8 1 議 会 費 90,402 1.5

2 地 方 譲 与 税 70,700 1.2 2 総 務 費 703,351 11.9

3 利 子 割 交 付 金 2,100 0.0 3 民 生 費 1,420,732 24.0

4 配 当 割 交 付 金 1,600 0.0 4 衛 生 費 883,061 14.9

5 株式等譲渡所得割交付金 480 0.0 5 労 働 費 5,939 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 164,000 2.8 6 農 林 水 産 業 費 417,981 7.1

7 自動車取得税交付金 6,900 0.1 7 商 工 費 92,038 1.5

8 地 方 特 例 交 付 金 9,099 0.2 8 土 木 費 511,186 8.6

9 地 方 交 付 税 1,417,231 24.0 9 消 防 費 289,771 4.9

10 交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 10 教 育 費 921,114 15.6

11 分 担 金 及 び 負 担 金 40,522 0.7 11 災 害 復 旧 費 50,536 0.9

12 使 用 料 及 び 手 数 料 65,068 1.1 12 公 債 費 494,268 8.4

13 国 庫 支 出 金 641,815 10.9 13 予 備 費 32,913 0.6

14 県 支 出 金 1,011,628 17.1

15 財 産 収 入 2,081 0.0

16 寄 附 金 51 0.0

17 繰 入 金 174,025 2.9

18 繰 越 金 149,436 2.5

19 諸 収 入 87,313 1.5

20 町 債 601,700 10.2

5,913,292 100.0 5,913,292 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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性質別歳出内訳 

予 算 額 構 成 比

1 人 件 費 890,603 15.1

2 物 件 費 1,212,063 20.5

3 維 持 補 修 費 16,030 0.3

4 扶 助 費 575,303 9.7

5 補 助 費 925,247 15.6

6 普 通 建 設 事 業 費 869,051 14.7

7 災 害 復 旧 費 257,870 4.4

8 公 債 費 496,582 8.4

9 積 立 金 105,571 1.8

10 貸 付 金 44,000 0.7

11 繰 出 金 488,059 8.2

12 予 備 費 32,913 0.6

5,913,292 100.0

（単位：千円、％）

科 目

合 計
 

 
２ 特別会計 
 
（１） 国民健康保険特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 336,045 19.9 1 総 務 費 13,936 0.8

2 国 庫 支 出 金 366,429 21.7 2 保 険 給 付 費 884,898 52.4

3 療 養 給 付 費 交 付 金 35,873 2.1 3 後 期 高 齢 者 支 援 金 198,955 11.8

4 前 期 高 齢 者 交 付 金 250,888 14.9 4 前 期 高 齢 者 納 付 金 137 0.0

5 県 支 出 金 97,698 5.8 5 老 人 保 健 拠 出 金 11 0.0

6 共 同 事 業 交 付 金 402,295 23.8 6 介 護 納 付 金 83,163 4.9

7 財 産 収 入 39 0.0 7 共 同 事 業 拠 出 金 417,942 24.7

8 繰 入 金 98,998 5.8 8 保 健 事 業 費 29,951 1.8

9 繰 越 金 99,979 5.9 9 基 金 積 立 金 100 0.0

10 諸 収 入 1,058 0.1 10 諸 支 出 金 17,017 1.0

11 予 備 費 43,192 2.6

1,689,302 100.0 1,689,302 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（２） 後期高齢者医療特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 66,761 67.1 1 総 務 費 3,285 3.3

2 繰 入 金 29,097 29.3 2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

92,565 93.1

3 繰 越 金 2,663 2.7 3 諸 支 出 金 901 0.9

4 諸 収 入 902 0.9 4 予 備 費 2,672 2.7

99,423 100.0 99,423 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 

 
（３） 介護保険特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 保 険 料 180,251 23.2 1 総 務 費 13,889 1.8

2 分 担 金 及 び 負 担 金 1,018 0.1 2 保 険 給 付 費 730,769 94.1

3 国 庫 支 出 金 171,120 22.1 3 地 域 支 援 事 業 費 18,348 2.4

4 支 払 基 金 交 付 金 204,256 26.3 4 基 金 積 立 金 10,589 1.4

5 県 支 出 金 107,713 13.9 5 諸 支 出 金 2,420 0.3

6 財 産 収 入 15 0.0 6 予 備 費 225 0.0

7 繰 入 金 105,137 13.5

8 諸 収 入 7 0.0

9 繰 越 金 6,723 0.9

776,240 100.0 776,240 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 
 

（４） 土地取得事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 財 産 収 入 15 0.1 1 総 務 費 14 0.1

2 繰 入 金 20,000 99.8 2 諸 支 出 金 20,001 99.8

3 繰 越 金 13 0.1 3 予 備 費 13 0.1

20,028 100.0 20,028 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（５） 工業団地事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 財 産 収 入 168 0.3 1 総 務 費 1,299 2.7

2 繰 入 金 1 0.0 2 事 業 費 46,614 96.9

3 諸 収 入 1 0.0 3 予 備 費 200 0.4

4 繰 越 金 945 2.0

5 使 用 料 及 び 手 数 料 46,998 97.7

48,113 100.0 48,113 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 

（６） 鏡石駅東第１土地区画整理事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 繰 入 金 94,680 41.2 1 事 業 費 211,909 92.1

2 繰 越 金 1,738 0.7 2 公 債 費 15,867 6.9

3 国 庫 支 出 金 56,705 24.7 3 諸 支 出 金 1,739 0.8

4 町 債 41,700 18.1 4 予 備 費 459 0.2

5 財 産 収 入 35,150 15.3

6 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0

229,974 100.0 229,974 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（７） 育英資金貸付費特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 繰 入 金 4,760 42.8 1 育 英 資 金 貸 付 金 11,100 99.7

2 財 産 収 入 10 0.1 2 基 金 積 立 金 31 0.3

3 諸 収 入 6,360 57.1 3 諸 支 出 金 1 0.0

4 寄 附 金 1 0.0

5 繰 越 金 1 0.0

11,132 100.0 11,132 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（８） 公共下水道事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 6,066 1.2 1 総 務 費 88,833 17.5

2 使 用 料 及 び 手 数 料 134,382 26.5 2 事 業 費 120,883 23.9

3 国 庫 支 出 金 40,000 7.9 3 公 債 費 290,583 57.4

4 県 支 出 金 720 0.1 4 諸 支 出 金 4,820 0.9

5 繰 入 金 145,929 28.8 5 予 備 費 1,399 0.3

6 繰 越 金 4,819 1.0

7 諸 収 入 2 0.0

8 町 債 174,600 34.5

506,518 100.0 506,518 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 
 
（９） 農業集落排水事業特別会計 

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 2 0.0 1 総 務 費 25,596 37.5

2 使 用 料 及 び 手 数 料 8,541 12.5 2 公 債 費 41,374 60.5

3 繰 入 金 42,256 61.8 3 諸 支 出 金 740 1.1

4 繰 越 金 739 1.1 4 予 備 費 628 0.9

5 町 債 16,800 24.6

68,338 100.0 68,338 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出
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（１０） 上水道事業会計 

予 算 額 構 成比 予 算 額 構 成 比

1 営 業 収 益 228,384 96.1 1 営 業 費 用 202,683 85.3

2 営 業 外 収 益 9,322 3.9 2 営 業 外 費 用 29,787 12.5

3 特 別 利 益 1 0.0 3 特 別 損 失 100 0.0

4 予 備 費 5,137 2.2

237,707 100.0 237,707 100.0

予 算 額 構 成比 予 算 額 構 成 比

1 企 業 債 474,300 96.0 1 建 設 改 良 費 546,269 90.5

2 負 担 金 15,660 3.2 2 企 業 債 償 還 金 57,157 9.5

3 補 償 金 4,000 0.8

493,960 100.0 603,426 100.0

歳 入 合 計 歳 出 合 計

（単位：千円、％）

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

科 目 科 目

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計  

 
資本的収入額が資本的支出額に不足する額１０９，４６６千円は、過年度分損益勘

定留保資金６９，７４４千円、建設改良積立金２５，０００千円及び当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額１４，７２２千円で補てんするものとする。 
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＜平成２６年度各会計決算の状況＞ 

 
１ 一般会計のあらまし 
 
平成２６年度の国の経済動向は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を喚

起する成長戦略」の「三本の矢」の一体的推進により、穏やかな回復基調が続いているも

のの、消費税率が４月に引き上げられ駆け込み需要の反動減や夏の天候不順、さらに輸入

物価の上昇により、年度前半は実質ＧＤＰ成長率がマイナスとなった。 
こうした状況下、経済の好循環を確かなものとし、地方に経済成長の成果が広く行き渡

るように、「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」が取りまとめられ、雇用・所得環

境が改善する中、原油価格下落の影響や各種政策の効果もあって、緩やかに回復してきた。 
平成２６年度地方財政計画では、極めて厳しい地方財政の現状と現下の経済情勢等を踏

まえ、歳出面においては、国の取り組みと歩調を合わせて歳出抑制を図る一方、社会保障

関係費の増加を適切に反映した計上を行い、平成２５年度地方財政計画の水準が維持され、

地方交付税総額は平成２５年度から１．０％・１，７６９億円の減額、地方税は９，９５

２億円と地方譲与税４，０９４億円の増収が見込まれた。地方財政計画の規模は前年度比

で１兆４，４５３億円の増であるが、社会保障関係費の増加等により地方財政は依然とし

て厳しい状況にある。 
このような財政環境の中で、我が町においては、財源確保に努める一方、各種施策の優

先順位に基づいて徹底した事業選択を行い、財源の計画的・重点的な配分に徹し、計画３

年目となる第５次総合計画の「やさしさとふれあい」・「復興と進化」を基本理念に、５つ

の柱を基軸に、震災からの復旧・復興事業及び事業の重点的かつ効率的な執行に努めた。 
平成２６年度決算は、過去最高であった昨年度決算額と比べては減少したものの依然と

して、通常時を大きく上回り、一般会計の決算額では、歳入７，０９３，０３７千円（前

年比１３．６％減）、歳出６，８７１，１８８千円（前年比１１．３％減）との決算となっ

た。形式収支で２２１，８４９千円、翌年度繰越財源を差し引いた実質収支は１４９，４

３６千円の黒字決算となった。また、本年度の起債償還額は普通会計で６２１，２１１千

円（対前年度１１．９％減）となり、年度末における普通会計の起債残高は５，０４９，

７８１千円（対前年度３９，３４８千円増）となった。７６，９０６千円の繰上償還を行

ったものの、災害公営住宅建設事業債の借入により起債残高は、前年度より増加している。

今後の借入等、引き続き計画的な財政運営を迫られている。 
平成２６年度の上水道会計を除く全会計の総決算では、１０，３６８，００６千円（前

年比６．６％増）の歳入に対して、１０，０１３，２９７千円（前年比７．７％増）の歳

出となり、実質収支で２６７，０７０千円（前年比３８．３％減）の剰余金を生じ、次年

度繰越を行うこととなった。 
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財政規模の推移 

 
（単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

歳 入 4,693,015 7,038,507 7,700,244 8,207,074 7,093,037

歳 出 4,569,066 6,464,593 7,196,442 7,750,125 6,871,188
 

 
（１） 決算の状況 
＜町民一人当たりの納めたお金と使ったお金＞ 
※ 町民一人当たりの金額は２７年１月１日現在住基人口（１２,８７９人）で算出 
 
① 町民一人当たりの納めたお金 

固 定 資 産 税 町 民 税 軽 自 動 車 税 町 た ば こ 税 入 湯 税 合 計

（法人税含む）

64,046 44,785 2,092 7,562 7 118,492

（単位：円）

 
 
② 町民一人当たりに使ったお金 

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 商 工 費

6,732 64,103 118,402 60,401 400 41,544 7,718

土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧 費 公 債 費 諸 支 出 金 合 計

84,523 23,145 51,617 27,899 47,035 0 533,519

（単位：円）
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歳入歳出 

決 算 額 構 成 比 前 年 比 決 算 額 前 年 比

1 町 税 1,526,057 21.5 △ 0.1 1,526,924 6.0

2 繰 入 金 607,815 8.6 1.1 600,917 185.7

3 分 担 金 及 び 負 担 金 32,725 0.5 △ 24.5 43,321 △ 30.3

4 使 用 料 及 び 手 数 料 63,272 0.9 △ 1.3 64,088 2.4

5 財 産 収 入 14,552 0.2 285.8 3,772 24.9

6 繰 越 金 456,949 6.4 △ 9.3 503,802 △ 12.2

7 寄 附 金 3,154 0.0 0.6 3,135 △ 23.6

8 諸 収 入 89,149 1.3 △ 40.3 149,362 33.9

2,793,673 39.4 △ 3.5 2,895,321 17.3

9 地 方 譲 与 税 67,895 1.0 △ 12.8 77,899 △ 4.6

10 利 子 割 交 付 金 2,499 0.0 △ 8.7 2,738 2.5

11 配 当 割 交 付 金 6,937 0.1 95.4 3,551 127.6

12 株式等譲渡所得割交付金 3,647 0.1 △ 23.7 4,778 1212.6

13 地 方 消 費 税 交 付 金 136,990 1.9 22.2 112,130 △ 0.9

14 自 動 車 取 得 税 交 付 金 9,133 0.1 △ 57.2 21,353 △ 6.3

15 地 方 特 例 交 付 金 8,289 0.1 15.3 7,190 6.3

16 地 方 交 付 税 1,587,443 22.4 △ 13.5 1,834,649 2.6

17 交通安全対策特別交付金 1,872 0.0 △ 14.4 2,186 △ 4.7

18 国 庫 支 出 金 841,376 11.9 △ 53.1 1,792,143 △ 16.4

19 県 支 出 金 1,044,583 14.7 15.9 901,336 72.9

20 地 方 債 588,700 8.3 6.7 551,800 0.4

7,093,037 100.0 △ 13.6 8,207,074 6.6

決 算 額 構 成 比 前 年 比 決 算 額 前 年 比

1 議 会 費 86,700 1.3 1.1 85,716 2.3

2 総 務 費 825,578 12.0 △ 20.0 1,031,751 △ 30.1

3 民 生 費 1,524,906 22.2 9.4 1,393,840 16.8

4 衛 生 費 777,900 11.3 △ 7.3 838,784 22.6

5 労 働 費 5,148 0.1 △ 34.4 7,845 61.5

6 農 林 水 産 業 費 535,047 7.8 36.4 392,257 31.0

7 商 工 費 99,400 1.5 21.1 82,110 0.0

8 土 木 費 1,088,571 15.8 12.1 971,248 129.3

9 消 防 費 298,087 4.3 4.6 284,846 △ 9.5

10 教 育 費 664,778 9.7 46.3 454,361 △ 0.6

11 災 害 復 旧 費 359,315 5.2 △ 76.4 1,521,380 △ 0.4

12 公 債 費 605,758 8.8 △ 11.7 685,788 5.9

13 諸 支 出 金 0 0.0 △ 100.0 199 △ 91.3

6,871,188 100.0 △ 11.3 7,750,125 7.7

　　区　分

歳 出 合 計

＜歳出＞ （単位：千円、％）

年　度　　 平成２６年度 平成２５年度

（単位：千円、％）＜歳入＞

自 主 財 源 小 計

歳 入 合 計

平成２６年度 平成２５年度

　　区　分

年　度　　

 

  歳入歳出差引き残額 ２２１，８４９千円のうち繰越明許費繰越額等を除く１４９，

４３６千円は次年度へ繰越 
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（２） 町税の税目別状況 

平成２６年度 平成２５年度

決 算 額 決 算 額 増 減 額 伸 び 率

1 町 民 税 576,786 553,309 23,477 4.2

個 人 481,182 458,216 22,966 5.0

法 人 95,604 95,093 511 0.5

2 固 定 資 産 税 824,845 841,076 △ 16,231 △ 1.9

3 軽 自 動 車 税 26,946 26,099 847 3.2

4 町 た ば こ 税 97,396 106,396 △ 9,000 △ 8.5

5 入 湯 税 84 44 40 90.9

1,526,057 1,526,924 △ 867 △ 0.1

内
訳

合 計

比 較

（単位：千円、％）

　　区分

年度　　

 
 
（３） 債務負担行為の状況 

(単位：千円）

平成２６年度末 平成２５年度末

現 在 高 現 在 高

一 般 会 計 1,820,920 1,820,920

特 別 会 計 395,182 490,046

合 計 2,216,102 2,310,966

特別会計は公共下水道事業、農業集落
排水事業、工業団地事業の３会計

 
 
（４） 平成２６年度末町債残高 
① 一般会計 

（単位：千円）

平成２６年度末 平成２５年度末

現 在 高 発 行 額 元 金 償 還 額 現 在 高

2,055,057 332,300 371,303 2,094,060

（１）総 務 債 59,418 22,981 82,399

（２）民 生 債 0 0

（３）衛 生 債 0 0

（４）労 働 債 0 0

（５）農 林 水 産 業 債 333,808 5,200 73,815 402,423

（６）商 工 債 0 0

（７）土 木 債 1,078,487 209,500 183,392 1,052,379

（８）消 防 債 38,635 35,700 4,968 7,903

（９）教 育 債 544,709 81,900 86,147 548,956

2,064 0 586 2,650

（１）農 林 水 産 施 設 92 161 253

（２）公 共 土 木 施 設 1,972 425 2,397

2,824,878 256,400 173,869 2,742,347

（１）県 振 興 基 金 2,769 307 3,076

（２）減 税 補 て ん 債 等 144,531 29,531 174,062

（３）財 政 対 策 債 2,610,199 254,700 142,717 2,498,216

（４）災害援護資金貸付金 67,379 1,700 1,314 66,993

4,881,999 588,700 545,758 4,839,057合 計

3 そ の 他

災 害 復 旧 債

平 成 ２ ６ 年 度 異 動

1 普 通 債

2

 
② 特別会計 

（単位：千円）
平 成 ２ ６ 年 度
末 現 在 高

平 成 ２ ５ 年 度
末 現 在 高

167,783 171,376

3,364,779 3,572,176

419,484 449,038

1,376,241 1,051,232

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

駅東土地区画整理事業特別会計

上 水 道 事 業 会 計  
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２ 特別会計のあらまし 
 
（１） 国民健康保険特別会計 

国民健康保険は、病気やけがをしたときに、安心して医療を受けることができるよう、

加入者全員で支え合う相互扶助制度である。 
平成２６年度において被保険者数は年度平均で３，７２８名であり前年度より１１３

名減少しているものの、医療技術の高度化などにより保険給付費は９０８，４１５千円

となり１４，１２０千円の増加となった。 
国保財政は、低所得者層を多く抱え、前年度の所得に課税される制度であるため、国

保税収入は伸び悩んでおり、年々厳しくなっている。 
こうした状況の中で、収納率向上特別対策事業や医療費適正化事業、保健事業等の実

施により、歳入の確保と歳出の抑制に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 352,439 23.0 1 総 務 費 11,163 0.8

2 国 庫 支 出 金 384,101 25.1 2 保 険 給 付 費 908,415 63.7

3 療 養 給 付 費 交 付 金 81,546 5.3 3 後 期 高 齢 者 支 援 金 197,101 13.8

4 前 期 高 齢 者 交 付 金 228,080 14.9 4 前 期 高 齢 者 納 付 金 153 0.0

5 県 支 出 金 95,941 6.3 5 老 人 保 健 拠 出 金 7 0.0

6 共 同 事 業 交 付 金 163,478 10.7 6 介 護 納 付 金 94,371 6.6

7 財 産 収 入 76 0.0 7 共 同 事 業 拠 出 金 174,479 12.2

8 繰 入 金 179,816 11.7 8 保 健 事 業 費 21,871 1.5

9 繰 越 金 38,312 2.5 9 基 金 積 立 金 75 0.0

10 諸 収 入 6,917 0.5 10 諸 支 出 金 19,895 1.4

1,530,706 100.0 1,427,530 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 １０３，１７６千円のうち繰越明許費繰越額等を除く９９，９７

９千円は次年度へ繰越 
 
（２） 後期高齢者医療特別会計 
  後期高齢者医療制度は、老人保健制度に代わり平成２０年４月から始まった制度であ

り、県内市町村で構成する福島県後期高齢者医療広域連合が保険給付や財政の運営を行

っている。 
町の事務としては、窓口業務と保険料徴収を行うことになっているため、適切な窓口

対応と保険料の徴収率向上に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 66,954 69.0 1 総 務 費 2,042 2.2

2 繰 入 金 28,692 29.5 2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

90,468 97.0

3 繰 越 金 285 0.3 3 諸 支 出 金 800 0.8

4 諸 収 入 1,167 1.2

97,098 100.0 93,310 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

歳入歳出差引き残額 ３，７８８千円のうち繰越明許費繰越額等を除く２，６６４千円

は次年度へ繰越 
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（３） 介護保険特別会計 
  平成２３年度に策定した第５期介護保険事業計画（平成２４年度～平成２６年度）に

基づき、円滑な事業運営に努めた。 
町の要介護認定者は、平成２７年３月末現在５８７名であり、要介護認定者数、介護

サービスの利用者数も年々増加している中、更なる介護サービスの充実を図るとともに、

地域支援事業として、高齢者の総合相談窓口「地域包括支援センター」（通称：あんしん

かん）の運営や介護予防事業の充実に努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 保 険 料 144,626 17.5 1 総 務 費 12,854 1.6

2 分 担 金 及 び 負 担 金 964 0.1 2 保 険 給 付 費 779,995 95.2

3 国 庫 支 出 金 188,288 22.8 3 地 域 支 援 事 業 費 16,279 2.0

4 支 払 基 金 交 付 金 222,626 26.9 4 基 金 積 立 金 17 0.0

5 県 支 出 金 119,424 14.4 5 諸 支 出 金 9,640 1.2

6 財 産 収 入 17 0.0

7 繰 入 金 132,794 16.1

8 繰 越 金 18,433 2.2

827,172 100.0 818,785 100.0

歳 入 歳 出

（単位：千円、％）

歳 入 合 計 歳 出 合 計

科 目 科 目

 

歳入歳出差引き残額 ８，３８７千円のうち繰越明許費繰越額等を除く６，７２３千円

は次年度へ繰越 
 
（４） 土地取得事業特別会計 
  鏡石駅東第１土地区画整理事業地内先行取得公共公益施設用地の管理及び土地開発基

金への繰出しを行った。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 財 産 収 入 14 0.0 1 諸 支 出 金 39,000 100.0

2 繰 入 金 39,000 100.0

3 繰 越 金 10 0.0

39,024 100.0 39,000 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ２４千円は次年度へ繰越 
 
（５） 工業団地事業特別会計 
  南部第一工業団地事業の借入金返済については、土地売却収入や土地使用料を基に、

一部償還を実施した。また、鏡石駅東第１土地区画整理事業区域及び町内未利用地への

企業誘致ＰＲに努めた。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 財 産 収 入 5,020 5.1 1 総 務 費 7,699 7.9

2 繰 入 金 45,204 45.9 2 事 業 費 89,823 92.1

3 繰 越 金 1,245 1.3

4 使 用 料 及 び 手 数 料 46,998 47.7

98,467 100.0 97,522 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ９４５千円は次年度へ繰越 
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（６） 鏡石駅東第１土地区画整理事業特別会計 
鏡石駅東第１土地区画整理事業は、第１工区の早期完成に向け造成工事及び区画道路

築造工事を施工した。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 繰 入 金 59,736 75.1 1 事 業 費 55,805 78.6

2 繰 越 金 1,093 1.4 2 公 債 費 14,139 19.9

3 国 庫 支 出 金 10,775 13.6 3 諸 支 出 金 1,093 1.5

4 町 債 7,900 9.9

5 財 産 収 入 16 0.0

79,520 100.0 71,037 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ８，４８３千円のうち繰越明許費繰越額等を除く１，７３９千円

は次年度へ繰越 
 
（７） 育英資金貸付費特別会計 
  平成２６年度新規貸付として学費２名、入学準備金２名を決定、継続貸付者として７

名と併せて５，８８０千円を貸与した。 
なお、平成２６年度中における返済者は３０名となっている。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 財 産 収 入 11 0.1 1 育 英 資 金 貸 付 金 5,880 76.5

2 諸 収 入 7,215 93.9 2 基 金 積 立 金 1,808 23.5

3 寄 附 金 460 6.0

4 繰 越 金 3 0.0

7,689 100.0 7,688 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 １千円は次年度へ繰越 
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（８） 公共下水道事業特別会計 
阿武隈川上流流域下水道との整合性を図り、計画的な汚水の面整備を行った。また、

水洗化促進など接続率の普及向上に努めた。 
なお、当該年度末の実績は、認可区域４１１.９ｈa のうち整備済面積は２７７.２７ｈa

で、整備率は６７.３％、水洗化率は８８．７％となった。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 6,133 1.2 1 総 務 費 84,021 16.1

2 使 用 料 及 び 手 数 料 137,036 25.9 2 事 業 費 100,904 19.3

3 国 庫 支 出 金 23,073 4.4 3 公 債 費 281,918 54.1

4 県 支 出 金 390 0.1 4 諸 支 出 金 54,659 10.5

5 繰 入 金 120,777 22.8

6 繰 越 金 55,919 10.6

7 諸 収 入 28,790 5.4

8 町 債 156,700 29.6

528,818 100.0 521,502 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

歳入歳出差引き残額 ７，３１６千円のうち繰越明許費繰越額を除く４，８１９千円は

次年度へ繰越 
 
（９） 農業集落排水事業特別会計 

成田・深内地区の処理場施設で保守点検、維持管理に努め、放流水の水質保全、水環

境の創出効果向上に努めた。 
なお、整備済面積は１０３.００ｈa で、整備率は１００.０％、水洗化率は８７.８％と

なっている。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 106 0.2 1 総 務 費 24,558 37.4

2 使 用 料 及 び 手 数 料 8,765 13.2 2 公 債 費 40,551 61.7

3 繰 入 金 40,878 61.5 3 諸 支 出 金 626 0.9

4 繰 越 金 626 0.9

5 町 債 16,100 24.2

66,475 100.0 65,735 100.0

（単位：千円、％）

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計

歳 入 歳 出

 

歳入歳出差引き残額 ７４０千円は次年度へ繰越 
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（１０） 上水道事業会計   
平成２６年度末における給水人口は１１，９１３人で前年度に比べて２２人の増加、

給水契約（使用メーター数）は４，４７９件で前年度に比べて５８件の増加であった。

年間給水量は１，３０６，４９７㎥で前年度に比べて３８６㎥の増加となり、１日平均

給水量は３，５７９㎥、１日最大給水量は４，０８４㎥、有収率は８１．５％で前年度

に比べて０．３％の増加であった。なお、１㎥当たりの供給単価は１９５．７７円、給

水原価は２０４．８１円となり、給水単価が９．０４円上回った。 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 営 業 収 益 230,977 86.9 1 営 業 費 用 185,435 88.1

2 営 業 外 収 益 34,842 13.1 2 営 業 外 費 用 22,946 10.9

3 特 別 損 失 2,181 1.0

265,819 100.0 210,562 100.0

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

1 企 業 債 398,900 98.4 1 建 設 改 良 費 438,814 85.6

2 国 庫 補 助 金 0 0.0 2 企 業 債 償 還 金 73,891 14.4

3 一 般 会 計 補 助 金 0 0.0

3 負 担 金 0 0.0

4 補 償 金 6,552 1.6

405,452 100.0 512,705 100.0

歳 入 合 計 歳 出 合 計

（単位：千円、％）

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出

科 目 科 目

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出

科 目 科 目

歳 入 合 計 歳 出 合 計  

資本的収入額が資本的支出額に不足する額１０７，２５３千円は、過年度分損益勘

定留保資金９６，２４２千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

１１，０１１千円で補てんした。 
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３ 基  金 

2,539,849

牧 場 の 朝 ス ポ ー ツ 文 化
振 興 基 金

81,117 35 81,152

53,718文 教 施 設 維 持 整 備 基 金

介 護 給 付 費 基 金 48,714 △ 7,848 40,866

△ 43,956 1,248

7,686

6,248

43,675 △ 9,957

11,394 △ 6,862

工 業 団 地 事 業 基 金

75,220

41,475 41,475

△ 16,969

1 2,571

合 計 2,817,222 △ 536,559 2,280,663

ふ る さ と 鏡 石
あ り が と う 基 金

新 都 市 整 備 事 業 基 金 20,346 10,008 30,354

45,204

83,767

△ 1,584

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 810

定住促進住宅等維持整備基金

がんばるぞ鏡石震災復興基金 △ 57,322

東日本大震災復興交付金基金

33,718

駅東第１土地区画整理事業
保 留 地 処 分 金 基 金

517,317 △ 475,842

180,077 180,077

財 政 調 整 基 金 295,083 91,541 386,624

育 英 資 金 基 金 41,165 91 41,256

役 場 庁 舎 新 築 事 業 基 金 753,467 30,334 783,801

土 地 開 発 基 金 138,320 138,320

764,817

（うち土地簿価  61,320）
0

（単位：千円）

70,773

4,532

43,052

3,000

173,000

22,489

区 分
平成２５年度末 平成２６年度中 平成２６年度末 備 考

現 在 高 増 減 高 現 在 高 平成27年5月31日

国 民 健 康 保 険 基 金 227,513 △ 47,436

30,354

国 民 健 康 保 険
高 額 療 養 費 貸 付 基 金

減 債 基 金

福 祉 基 金

長 寿 社 会 福 祉 施 設
整 備 基 金

66,798 58,170

△ 810 0

18,416

0

769,311

10,000

250,004

2,571

81,152

8,416

192,682

3,000 0 3,000

70,756 17 70,773

173,000 0 173,000

2,570

138,320

 

備考については平成２６年度出納閉鎖時点（平成２７年５月３１日）での基金残高 
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鏡石町の給与・定員管理等について

１ 総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口

（27 年 1月 1日）

歳出額

Ａ

実質収支 人件費

Ｂ

人件費率

Ｂ／Ａ

（参考）

25 年度の人件費率

２６年度
人

12,879

千円

6,912,536

千円

151,200

千円

831,674

％

12.0

％

10.2

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分 職員数

Ａ

給 与 費 一人当たり

給与費 B/A

(参考)類似団体平均

一人当たり給与費給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B

２６年度
人

93

千円

353,837

千円

61,568

千円

130,430

千円

545,835

千円

5,869

千円

5,411

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
（注）２ 職員数は、平成２６年７月１日現在の人数である。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較
するため、国の職員数（更正）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国
の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

（注）２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単
純平均したものである。

（注）３ 平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例
法による給与減額措置がないとした場合の値である。

※平成２６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇してい
る場合、②３年連続で上昇している場合、③１００を超えている場合について、その理
由及び改善の見込み

（４）給与改定の状況

鏡石町では人事委員会を設置していないので、記載しない。
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（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び
地域手当の支給割合の見直し等に取組みとされている。

①給料表の見直し
[ 実施 未実施 ]
実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の

場合にはその理由）

（給料表の改定時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、福島県に準拠し平均１％引下げ、若年層について
は引上げを行い、高齢層を中心に最大３％程度引下げを実施。

激変緩和のため、５年間（平成３２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し
鏡石町では地域手当を支給していない。

③その他の見直し

単身赴任手当について、福島県に準拠し見直しを実施。
管理職特別勤務手当について、福島県の見直し内容に合わせて手当の新設を行った。
（平成２７年４月１日実施）ただし、本町において支給実績なし。

（６）特記事項
特になし。

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２７年４月１日現在）

①一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

鏡石町 41.4 歳 317,515 円 375,472 円 342,718 円

福島県 42.9 歳 336,500 円 420,082 円 366,625 円

国 43.5 歳 335,000 円 － 408,472 円

類似団体 41.8 歳 310,704 円 355,871 円 335,132 円

②技能労務職

区 分

公 務 員 民 間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)

平均給与月額

(国比較ベース)

対応する

民 間 の

類似職種

平均年齢
平均給与月額

(B)
A／B

鏡石町 54.9 歳 2 人 310,000 円 315,237 円 312,700 円 － － － －

福島県 53.4 歳 283 人 369,700 円 414,461 円 389,429 円 － － － －

国 50.1 歳 3,119人 287,992 円 － 326,611 円 － － － －

類似団体 50.2 歳 5 人 283,482 円 299,404 円 292,041 円 － － － －

③教育職（小・中学校（幼稚園））

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

鏡石町 38.8 歳 323,150 円 340,108 円

福島県 37.3 歳 409,300 円 450,813 円

類似団体 41.7 歳 303,453 円 325,472 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２７年４月１日現在における各職種の職員の基本給の
平均である。

（注）２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤
務手当などすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものである。
また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝
時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨
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（２）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分 鏡石町 国

一般行政職
大学卒 179,300 円 174,200 円

高校卒 146,300 円 142,100 円

技能労務職 高校卒 135,400 円 －

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

一般行政職
大学卒 該当者なし 340,800 円 該当者なし 該当者なし

高校卒 該当者なし 316,800 円 該当者なし 該当者なし

技能労務職 高校卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２６年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

１級 主事 14 人 19.2％ 141,700 円 252,000 円

２級 副主査 3人 4.1％ 193,400 円 309,100 円

３級 主査 33 人 45.2％ 230,300 円 357,800 円

４級 副課長 11 人 15.1％ 265,800 円 393,000 円

５級 課長 7人 9.6％ 293,200 円 404,600 円

６級 参事 5人 6.8％ 324,900 円 423,800 円

（注）１ 鏡石町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
（注）２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第 40 条に基づき、毎年 10 月 1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定

を実施している。

なお、平成 18 年 10 月から管理職を対象とした能力・業績に基づく人事評価を実施している。

２．昇給への勤務成績の反映状況

管理職については、能力と業績の両要素を総合的に 5段階（A～E）の評価を実施した。

なお、管理職以外の職員 75 名については、人事評価が未実施である。
-19-



４ 職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

鏡石町 国 国

１人当たり平均支給額（２６年度）

1,406 千円
－ －

（２６年度支給割合） （２６年度支給割合） （２５年度支給割合）

期末手当

2.55 月分

（1.40）月分

勤勉手当

1.50 月分

（0.70）月分

期末手当

2.60 月分

（1.45）月分

勤勉手当

1.50 月分

（0.70）月分

期末手当

2.60 月分

（1.45）月分

勤勉手当

1.35 月分

（0.65）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による

加算措置

・役職加算 5～15％

加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による

加算措置

・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～25％

加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による

加算措置

・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～25％

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

基準日以前６ヶ月に係る勤務した期間に応じて、勤勉手当の支給を行っている。

（２）退職手当（平成２７年４月１日現在）

鏡石町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続 20 年

勤続 25 年

勤続 35 年

最高限度額

20.445 月分

29.145 月分

41.325 月分

49.59 月分

25.55265 月分

34.5825 月分

49.59 月分

49.59 月分

勤続 20 年

勤続 25 年

勤続 35 年

最高限度額

20.445 月分

29.145 月分

41.325 月分

49.59 月分

25.55265 月分

34.5825 月分

49.59 月分

49.59 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

1人当たり平均支給額

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

22,170 千円 20,504 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当

鏡石町では地域手当を支給していない。

（４）特殊勤務手当

鏡石町では特殊勤務手当を支給していない。

（５）時間外勤務手当

支給実績（２６年度決算） 22,143 千円

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 291 千円

支給実績（２５年度決算） 19,777 千円

職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 271 千円

（注）職員１人当たり平均支出額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

を除く。）である。
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（６）その他の手当（平成２７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国の制度

との異同
国の制度と異なる内容

支給実績

（26 年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（26 年度決算）

扶養手当 配偶者 13,000 円

配偶者以外 6,500 円

1 人（配偶者なし） 11,000 円

特定期間（満 16 歳年度初めから満

22 歳年度末）の子の加算 5,000 円

同じ

－

11,843 千円 232,206 円

住居手当 (借家等職員)

家賃月額が 20,500 円以下

･月額－9,500 円を支給

家賃月額が 20,501 円以上

･月額－20,500 円÷2+11,000 円を

支給

(上限額 27,000 円)

一部異

なる

(借家等職員)

家賃月額が 23,000 円以下

･月額－12,000 円

家賃月額が 23,001 円以上

･月額－23,000 円÷2+11,000 円

(上限額 27,000 円)

4,701 千円 293,788 円

通勤手当 (交通機関利用者)

運賃等相当額が 63,000 円以下

･運賃等相当額を支給

運賃等相当額が 63,001 円以上

･相当額－63,000 円÷2+63,000 円

を支給

(上限額なし)

(自動車等利用者)

2 ㎞～80 ㎞ 2,700 円～52,500 円

(上限額 50,400 円)

一部異

なる

(交通機関利用者)

運賃等相当額が 55,000 円以下

･運賃等相当額を支給

運賃等相当額が 55,001 円以上

･一律 55,000 円支給

(自動車等利用者)

2 ㎞～60 ㎞ 2,000 円～31,600 円

(上限額 31,600 円)

3,993 千円 R78,301 円

管理職

手 当

支給額

・課長×7％

・主幹×6％

国：俸給の特別調整額として支給 7,466 千円 311,095 円

５ 特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

町 長
673,200 円

（739,900 円）

846,200 円／ 517,200 円

副町長 558,200 円

（591,300 円）

676,000 円／ 480,000 円

報
酬

議 長

副議長

議 員

296,100 円

（ － 円）

243,900 円

（ － 円）

225,900 円

（ － 円）

340,000 円／ 247,000 円

280,000 円／ 191,100 円

252,000 円／ 172,900 円

期
末
手
当

町 長

副町長

（２６年度支給割合）

3.05 月分

議 長

副議長

議 員

（２６年度支給割合）

3.05 月分

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

町 長

副町長

673,200×在職月数×0.48

558,200×在職月数×0.29

15,510,528 円

7,770,144 円

任期毎

任期毎

備 考

（注）１ 給料及び報酬の括弧内は、減額措置を行う前の金額である。

（注）２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

勤めた場合における退職手当の見込額である。
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６ 職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

区 分

部 門

職 員 数 対前年

増減数
主な増減理由

平成 26 年 平成 27 年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 2 2

総 務 19 19

税 務 8 7 -1 退職者不充当による減

農 水 7 7

商 工 1 1

土 木 9 9

民 生 14 15 1 子育て支援業務の業務増

衛 生 11 10 -1 退職者不充当による減

計 71 70 -1

＜参考＞

人口 1万人当たり職員数 54.55 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 74.21 人）

教 育 部 門 17 16 -1 教育長（調査対象外）分の減

小 計 88 86 -2

＜参考＞

人口 1万人当たり職員数 67.01 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 93.74 人）

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水 道 部 門 4 4

下水道部門 5 4 -1 震災復興業務終了に伴う減

その他部門 5 6 1 介護予防（健康増進）事業の業務増

小 計 14 14

合 計
102

［123］

100

［123］

-2

［－］

＜参考＞

人口 1万人当たり職員数 77.92 人

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数である。

２ ［ ］内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）

区 分

20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳

計～～～～～～～～～～

未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1 5 7 8 6 15 22 9 6 8 13 0 100

（３）職員数の推移
（単位：人・％）

年 度

部門別
22 年 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年

過去５年間の

増減数（率）

一般行政 67 69 67 68 71 70 3（ 4.5％）

教育 18 18 17 17 17 16 △2（△11.1％）

普通会計計 85 87 84 85 88 86 1（ 1.2%）

公営企業等会計計 13 13 13 12 14 14 1（ 7.7％）

総合計 98 100 97 97 102 100 2（ 2.0％）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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